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そこで，1：256以上の陽性率についてみると，2～3歳
群及び30～39歳群は88％であるが，10～14歳群及び15～19
歳群は56％であり，10歳代における陽性率の低下を認めた．
また，40歳以上の年齢群において1：256以上の陽性率が
52％と低く，抗体陰性の麻疹感受性者も2名みられた．
考 察
　感染症流行予測調査は，予防接種事業の効果的な運用と
長期的視野に立った疾病の流行予測を目的とした事業であ
り，麻疹の感受性調査は1978年から実施されている5）．こ
の調査は，健常人における麻疹抗体価を測定している．抗
体測定法は1996年に，赤血L球凝集抑制法から，より高感度
で中和法との一致率も高いとされるPA法に変更された6）．
PA抗体価1：16未満の麻疹感受性者の確認とワクチン接
種状況を明らかにすることは，集団の免疫状況を把握する
上で重要である．各年齢群の検体数は少ないが，今回の調
査からいくづかの知見が得られた．
1）移行抗体を保有していると考えられる6カ月齢未満の
8名のうち，0カ月齢の2名のみが抗体陽性であった．抗
体が陽性であった0カ月齢を除く1～11カ月齢の12名は抗
体陰性であった．ワクチン接種歴がある9，！0カ月齢の2
名も抗体陰性であったが，調査用検体の採取時までに検出
可能な抗体価に達していなかった，または，ワクチン接種
によっても免疫が得られなかったことなどが考えられた。
今回の調査では，6カ月未満の抗体保有率が25．0％（2／8）
と非常に低いため，過去3年間の調査結果と比較し，移行
抗体の保有状況を確認した．2004年度83．3％（5／6）7），2005
年度100％（5／5）8），2006年度85．7％（6／7）9）であり，過去3
年間においては，経年的な抗体保有者の減少傾向は認めら
れなかった．しかし，今回の調査結果は，特徴ある傾向と
して，1～5カ月齢のすべてが抗体陰性者であり，生来の
抗体陰性者の増加や移行抗体の早期消失が示唆された．ま
た，ワクチン未接種者が多く，かつ，ワクチン既接種者に
おける抗体価の減衰があるとされる定期予防接種が開始さ
れた1978年以降に生まれた母親が増加したことも反映して
いると思われる10）．今後もこの傾向が継続する可能性もあ
るため，1歳未満の乳幼児と母親世代における抗体保有状
況の調査を継続するとともに，母親世代の抗体価の維持及
び抗体陰性者への予防接種を含めた対策も必要であると思
われた．また，，著者らの検討では，2007～2008年の発生増
加において，1歳未満の報駈上が1歳児の報告数を上回っ
ており11），1歳児への定期接種は言うまでもないが，麻疹
の発生状況によっては，1歳未満でも任意接種の奨励など
を考慮する必要がある．
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2）定期予防接種の対象となる1歳児では11名中8名
（73％）が抗体陽性であり，3名（27％）が抗体陰性であっ
た．抗体陰性者のうち1名は既接種者であったが，前述し
た9，10カ月齢の2名と同様，ワクチン接種による抗体が
まだ上昇していない，または，免疫自体が得られなかった
ことなどが考えられた．1歳児におけるワクチン接種率の
向上は重要な麻疹対策であるが，平成18年度（2006年度）
の1歳6カ月検診で調査した麻疹ワクチン接種率は90．4％
であった12｝．麻疹撲滅へ向けた95％以上の接種率を達成す
るには、さらなる努力が必要である．
3）2～3歳以上の年齢群では，1：16以上の抗体保有率
は92～100％と顕著な差は見られなかったが，1：256以上
の抗体保有率では10～14歳群及び15～19歳群の10樽代で56
％，40歳以上の年齢群では52％と低値を示した．
4）40歳以上の年齢群は他の年齢群に比べ幅広い年齢で構
成されている．そこで，1：256以上の抗体保有率を年代
別に調査すると，40歳代75％（6／8），50歳代62％（5／8），60
歳代22％（2／9）であった．さらに，抗体価が1：16未満で
あった60歳代の2名を除いた各年代の幾何平均抗体価は，
40歳代29・5（724．1），50歳代279（234．8），60歳代2a4（86．1）
であり，年齢の増加に伴う抗体価の低下傾向がみられた．
40歳以上の多くは，野生株の暴露を受けており，免疫強化
を含め，高い抗体価を維持していたと考えられる．しかし，
2001年の流行以来，麻疹報告数の激減に伴い，野生株によ
る免疫強化などの機会も失われたことなどが一因となり，
従来、高い抗体価を維持していた年齢群においても，抗体
価が低下する可能性が示唆された．
　国立感染症研究所が実施した2007年度第2期麻疹・風疹
（Measles－Rubella：MR）混合ワクチンの接種に関する全
国調査において，2006年度（2007年3月31日現在）13）の最
終報告では，麻疹含有ワクチンの接種率が8α9％であった
が，2007年度（2008年3月31日現在）14）では各自治体など
の努力により，89．7％まで上昇した。しかし，2007年に10
～20歳代を中心とした麻疹が全国的に増加し，2008年にお
いてもその傾向が継続している15）．北海道でも2007年4月
下旬から10歳代を中心とした発生増加を認めた16）．北海道
における2007年度の麻疹発生状況を調査した結果，「北海
道麻疹ゼロ作戦」や小学校就学前の第2期接種などの対策
により低年齢層の報告数が低下し，特に，第2期接種を終
えた7歳児の報告数は20歳以下では最も少ない12例であっ
だ3）．これは，第2期接種によるワクチン未接種者，麻疹
免疫未獲得者などへの免疫強化によるものと思われる．な
お，第2期定期予防接種の対象にならない8歳以上では，
ワクチン既接種者の発生報告数が増加しており，年齢の上
昇に伴う免疫の減衰が推察された．
　WHOは2012年までに日本を含む西太平洋地域からの麻
疹排除を目標に掲げており，わが国においてもその目標に
向けて，ワクチン2回接種の完全導入，麻疹の全数把握，
サーベイランスシステムの強化などの対策を行っている17＞．
　今後も感染症流行予測調査を継続し，第1～4期の定期
予防接種対象者におけるワクチン接種率や抗体価及び接種
後の抗体価の推移を調査するとともに，麻疹感受性者の詳
細を把握することは，麻疹排除のために有益な疫学情報を
もたらすものと思われる．
　稿を終えるにあたり，血清材料の採取及び本事業の推進
に御協力頂きました市立札幌病院感染症科の滝沢慶彦先生
に深謝いたします．
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